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1 .はじめに
本稿では、公的組織による危機事象への対応の終了段階について取り上げる。
危機管理における終了段階での政治的リーダーや行政組織の行動様式を分析
し、いかにして危機対応が「終わり」を向かえるかについて考察を行う。特に、
2009年に発生した新型インフルエンザA/H1N1(以下、新型インフルエンザ)
への国の対応、及ぴ基礎自治体における対応終了の多様性に注目し、分析を進
めたい。
危機管理の終了段階に着目するのは以下の理由による。危機管理の議論にお
いては、多くの場合、その過程を①減災 (Mitigation)、②事前準備(Prepared-
ness)、③対応 (Response)、④復旧 (Recovery)の4段階の過程で捉え、議論
されることが前提となっている。これは、 1970年代にアメリカの全米知事会が
提起したモデルである。このモデルを参照すると、危機事象に関する政策はサ
イクルになっており、復旧から次の危機事象への備えのための減災や事前準備
へはスムーズに実行されるような印象がある。
しかしながら、実際の行政活動を観察すると、復旧の後には、危機対応の終
了段階が存在している。危機時には、既存の行政資源の配分が、一時的に特別
なモ}ドへと切り替わる。そして、この特別なモードが長期間、大規模に継続
するほどに、新たな既得権益や利害調整が発生する。行政資源は限定的であり、
永続的に被災した対象に投入し続けることは困難である。そこで、あるタイミ
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ングにおいて、危機管理対応を終了させる決断を下さなければならない。被災
者感情への配慮を行いつつ、新たな権益や利害の調整や補償を行い、行政資源
を引き上げる。この作業はとてもセンシティブなものとなり、対応を誤れば政
治的な「命取り」にもなりかねない。本稿が、危機管理の終了段階、特にその
政治的課題について控目するのは、その学術的議論の必要性とともに、行政実
務における重要性に注目したからである。
また、新型インフルエンザへの対応を取り上げ、特に基礎的自治体に焦点を
当てた理由は、同一の危機事象に関する、複数の同レベルの行政組織による対
応が比較可能であったからである。既存の政策終了論の多くが、単一の課題に
おける終了段階の多様なアクターの分析を行っている一方で、同じ役割を持ち、
同レベルに存在する組織における対応の違いについて触れたものは限られてい
る。本稿では、全国の市区の対応について、アンケート調査の結果をもとに分
析を進めたい。
本稿では先ず、危機管理の政治性とリーダーシップのあり方について考えて
みたい。既存の危機管理に関する学術的な議論においては、行政組織の技術
的膏運用面での対応に着目したペーパーや、政治的リーダーシップに闘する記
述的な著作が多く出版されてきた。しかしながら危機管理における政治的側面
についての、学術的な分析は限られている。そこで、危機管理における政治性
と、危機対応時に政治的リ」ダーに求められる要件について考えてみたい。
次に、公的組織による危機対応の終了について、その分類を試みたい。危機
管理と一言で表現されるが、危機の内容は多様である。それらの終了段階に着
目し、分類を進めてみたい。ここでは、 Boin及ぴDrennanらの議論を紹介す
ると共に、彼らのモデルを日本の事例に当てはめて考えてみたい。
最後に、本稿の中心的な内容として、 2009年に発生した新型インフルエンザ
について、国-自治体の対応とその終了に関し、具体的な検討を試みたい。特
に、基礎自治体における対応について、詳細な観察を試みたい。
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2. r危機管理におけるリスク」と「危機管理におけるリーダーシップの
5段階」
危機管理の議論においては、危機事象への対応段階に中心的な関心が寄せら
れ、公的組織や市民団体らによる被災者の文様や復旧についての、実務的、技
術的な議論や検証が多くなされる。その一方で、危機への対応が政治的リー
ダーや行政手射能の幹部職員らへの評価や評判に大きな影響を及ぼす側面につい
ては、メディアなどでは大きく取り上げられることが多い反面、学術的な考察
の対象になることは限定的であった。しかしながら、危機対応への成果如何に
よっては、個人的な威信や組織への信頼に大きな傷を作る危険がそこには存在
し、その対処は彼らにとって大きな課題となる O これは、 2011年3月に発生し
た東日本大震災と福島第一原発事故への対応による菅首相(当時)への支持率
の低下や、 2014年4月に韓国で発生した客船「セウォル号Jの事故への対応に
おいて、同国朴櫨恵大統領の支持率の急速な低下にも現れているであろう O
Drennanらは、危機管理の議論に関し、公的組織におけるリスクを「運営上
リスク(Operational Risk) Jと「戦略的リスク (Strategic同時)Jの2つに分類し
ている (Drenann，pp.5-8)。運営上リスクとは、公的組織が業務として担う機
能やサービスに内在するものである。被災者支援や技術的な失敗からの回復に
ついて、組織内の担当者が、与えられた立場と責任の下で行う業務に存在する
リスクである。一方で、戦略的リスクとは、政治的リーダーや公的組織の幹部
職員の聞に存在するものである O そのリーダーシップの成否ゃあり方への費任
追及が、彼らの立場や影響力に変化を及ほす。上述のリーダーらにおける評価
や評判、その地位への影響は「戦略的リスクJに関連するものである。
それでは、どのような危機事象の局面において、政治的リーダーや行政組織
の幹部職員のリーダーシップが関われるのであろうか。 Boinらは、その著書に
おいて、危機時におけるリーダーシップを次の5つに分類している:
先ずは、①リスクの察知 (SenseMaking)である。ここでは、情報や時聞が
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限られ、次々と状況が変化していく中で、社会的なインパクトを見極める事が
求められる。次に、②意思決定 (DecisionMaking)である。意思決定のポイン
トは、決定がリーダーのみにより行われるのではなく、階層的な組織の様々な
段階で、重要な決定が行われること、そして、その後の役割分担が重要となる
ことにある。そして、③意味づけ (Me加 ingMaking) :クライシス・コミュニ
ケーションが行われる。リーダーらにより、市民やメディアに対し、危機事象
の発生の原因、対応の状況、今後の展望が発信される。その後、④終了 (Ter-
mination)がなされる。危機への対応、復旧のために配置していた資源を引き
上げる決断が下される。最後に、⑤学習 (Learning)が行われる。関係者は説
明責任を果たし、その評価にもとづいた教訓が、将来の危機対応のためのマニュ
アJレや計画へと反映される。
3.危機管理の終了過程
危機は、その事象自体が終わりを告げることはない。危機は、リーダーやそ
の下にある行政組織により終了されなくてはならない。しかしながら、危機の
種類は多様であり、必ずしも終了を迎えることが適切では無い場合もある。
Boinらは「政治的な幕引きJについて、以下のように指摘している (Boin
etal.. P97): 
「リーダーは、危機終了の政治的な適切さについてのアセスメントを行
う必要がある。その主要な課題は、どの時点で、シンボリックな秩序の崩
壊が、立て直しされたかである。彼らは、危機モードを収束させるか、そ
れとも拡大させるかについて、また、危機ガパナンス体制を継続するか、
解消するかについて、その戦略的かっ戦術的な有用性を見極めなければな
らない。この判断は、多くの検討に依拠する。そこには、今までの危機管
理への取組みが政治的成功として捉えられているか(マスメディアの報道
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や世論データへの反映)、反対勢力の立場や資源、そして彼らの危機への市
民の見解やその政策的合意を維持するための能力の確実性が含まれる。」
図lは、危機事象に対する運用面での終了と政治的な終了をあらわしたもの
である。
第二次世界大戦後の西欧諸国は、政治的にも実務的にも危機的状況を脱した。
他方、 1993年に80名以上の信者が焼身自殺した、テキサス州ウェイコで発生し
たカlレト集団の事件は、運用面では終了しているが、カJレト集団への対応の手
続きとその説明責任という点において、政治的な終了は未だにむかえていない。
AIDSの問題は、先進聞でも発展途上国でも、未だに深刻な状況にあることは
変わっていない。延命治療の技術と薬の開発は進んでいるが、特効薬は未開発
の状況である。しかしながら、主な先進国では、世論を騒がせる政治的な事象
としての段階は終了している。 9/11は、イスラム過散派によって引き起こち
れた事件であるが、その後も過激派による行動は沈静化せず制圧活動は続いて
おり、また世論の関心も持続しており、政治的イシューとしても存在し続けて
いる。このように、図lが示しているのは、危機事象の終了には、運用面での
終了とともに政治的な終了が必要であり、そのタイミングの難しきである。
図1 危機事象終了の4分類
政治的な終了
YES NO 
YES 第一次世界大戦後 WACO の西欧諸国 (1993年ブランチ・ダピデイアン)
運用面での終了
NO AIDS (主な先進国のケー ス) 9/11 
出典 Boin et al.， pp.98.筆者訳
日本の事例を、図lの表に当てはめてみたものが図2である。
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図2 日本における危機事象の分類
政治的な終了
YES NO 
YES 中規模以下の地震災害 日航機墜落事故
運用閣での終了
NO 結核 東日本大震災福島第一原発事故
筆者作成
まず、運用面でも政治的にも終了を迎えているのが、中規模以下の地震災害
である。わが国では、中規模以下の地震は頻発しており、その対応もある程度
ルーチン化されている。また、市民感情も、地震災害への適応性が高い。
対して、運用面での終了を迎えていながら、政治的な終了が行えていない事
例のーっとしては、日航機墜落事故が挙げられるであろう。単独の飛行機事故
としては未だに最悪の死者数520名を出したこの事故は、 1985年に発生したが、
30年近く経った現在でも慰霊追悼祭が継続されており、 25年目の2010年には、
当時の前原国土交通大臣が大臣として初の慰霊登山をしている。
第三に、運用面では継続していながら政治的には終了している事例として、
結核の問題があげられるであろう。日本における結核の標患者率は低下し続け
ているが、都市部においては若年層での増加がみられる(表1)。また、他の先
進国との比較では、未だに高い数値を示している。しかしながら、政治的には、
多くの市民は終了した問題と認識しており、関心も低い。
最後に、運用面でも、政治的にも終了していない問題として、 2011年3月に
発生した東日本大震災があげられるであろう。被災から 3年経った時点で、仮
設住宅に居住する被災者が26万3千人によっていた2)。また、福島第一原発事
故でも、事故発生から 3年目の時点でも約13万6千人が避難をしており、帰還
困難区域の人口も 2万4700人にのぼっていた九原発事故の事例は、将来的な
エネルギー政策の議論の点からも、政治的な終了を迎えていない例としてあげ
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表1 諸外国と日本の結核届出率
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出典 公益財団法人結核予防会ウェブサイトより 1)
られるであろう。
3. 2009年の新型インフルエンザへの対応とその終了
上述のような背景と関心をふまえ、本章では、 2009年に発生した新型インフ
ルエンザにおける、政策終了に関わる行政組織の対応を分析してみたい。ここ
では、①2009年4月28日から 5月22日まで実施された固による飛行機内の検疫
1) 公益財団法人結核予防会ウェブサイト http:/www.jatahq，org/abouCtb/(2016年12月
20日アクセス)
2) 復興庁資料「全国の被災者等の数J2004年4月25日
3) 福島民報ウェブサイト ir福島の今J[帰還]避難者は減少傾向20日現在で13万6496人J
(2014年2月25日)http:/www.minpo.jp/pub/topics/jishin201l/2014/02/posC9275.html 
(2014年5月5日アクセス)
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の実施とその終了、②圏内でのインフルエンザ対策の開始と終了段階までの基
礎自治体による対応策の終了について取り上げる。
(1)飛行機内検疫と実施とその終了
国は、 2009年2月17日に新型インフルエンザ対策行動計闘を改定し、都道府
県等及ぴ市区町村に対し、感染症指定医療機関等の整備を進めるよう要請した。
また、同日に策定された新型インフルエンザ対策ガイドラインでは、インフル
エンザに係る各種対策についての具体的な内容、関係機関等の役割等が示され
た。その後、 2009年3月にメキシコで確認された新型インフルエンザは、 4月
末にはアメリカやカナダ英国など13カ聞に広がりをみせ、その後、急、濯な勢い
で世界的に流行した。
2009年4月28日は、 WHOが「ヒトーヒト感染が増加していることの証拠が
ある」として、パンデミックインフルエンザ警報フェーズの r4Jを宜脅した。
日本は、同日に、内閣総理大臣を本部長とする新型インフルエンザ対策本部を
設置した。また、厚生労働省は、メキシコ、米聞、カナダの各国から囲内の空
港に到着する全航空機について、検疫法に基づき、強制的な機内検疫や帰国後
の健康監視を実施することとした。 5月l自には、対策本部の第2回会合を聞
き、圏内で患者が発生した場合の措置として、不要不急の外出自粛の要請や学
校の臨時休校の要請などを検討している。
しかしながら、 WHOは、同5月1日に、「渡航制限には合理性がない (No
rationale for travel restriction) Jとの文章を発表し、過去の事例からも感染症
の拡大に、渡航制限が効果的な機能を果たした事例がないことを指摘し、以下
のように競べている九 rWHOは、インフルエンザA(HlNl)ウイルスの発生
4) WHO "Globa1 Alert and Response (GAR) No rationa1e for travel restrictions" 1 May 
2009 http://www. who. int!csr!disease!swineflu!guidance!public_health!traveL 
ad吋ce!en!#(2016年12月20日アクセス)
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に関し、渡航制限の実施を推奨しない。今日、国際的な渡航は急速な勢いでな
されており、多数の旅行者が世界の各地を訪れている。旅行を制限し、渡航制
限を実施しでも、ウイルス拡大の制限には極めて限定的な効果しかないであろ
う。一方でグローパル・コミュニティにとって、非常に混乱をもたらす結果と
なる可能性がある。J
だが、日本ではこの水際対策が、その後約3週間継続して行われることとな
る。このことについて、 5月28日に参院予算委員会で新型インフルエンザ対策
などに関する集中審議が行われ、参考人として出席した厚生労働省の職員で羽
田空港の検疫官の木村盛世氏が、機内検疫を i(政府の)パフォーマンス」と批
判し、「マスクをつけて検疫官が飛び回っている姿は国民にパフォーマンス的
な共感を呼ぶ。そういうことに利用されたのではないかと疑っている」と述べ
ている5)。
その後、日本では、 5月16日に、最初の渡航歴のない患者3例が神戸市によっ
て報告された。水際対策は、 5月19日の閣議後の記者会見で、河村官房長官が
「園内対策に重点を移していかなければならない。水際対策を縮小しなければ
ならない。タイミングを検討している」と発表し、機内検疫の終了も含めた体
制の検討に入った九 5月22日には、政府の対策本部で、機内検疫の終了が正
式に決定された7)。
新型インフルエンザ自体は6月から発生地域が拡大をし、 8月21日に厚生労
働大臣名にて「インフルエンザ流行シーズンに入った」ことが発表された。そ
して、同年の11月から12月に流行期を迎え、その後は沈静化へと向かった。翌
年の2010年8月10日にWHOが「ポストパンデミック(世界的大流行後)Jに移
行した旨の発表を行い、厚生労働省も 8月27日に新型インフルエンザ対策会議
5) 読売新聞「機内検疫はパフォーマンスJ2009年5月28日夕刊2頁
6) 読売新聞「水際対策縮小J2009年5月19日夕刊l頁
7) 読売新聞「新型インフルで政府新方針一律機内検疫を終了、休講措置も緩和J2009年5
月22日夕刊1頁
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にて、年度末をめどに、通常の季節性インフルエンザの対策に移行することを
公表した。
機内検疫の実施は、当初から、 WHOの見解とは異なるプログラムで、あったo
WHOは、国際化が進展している現代社会では、渡航制限には極めて限定的な
効果しかないとの情報を、パンデミック発生当初から周知しようとしていてい
た。しかしながら、一方で、上述の木村氏が述べているように、この対策はメ
ディアや市民にとって「わかりやすい」ものであった。日本政府がインフルエ
ンザ対策を実施していることが、可視化可能であったこの対応策は、「運用面で
の終了」の妥当性については、機内検疫が始まった当初から専門家の聞では認
識されていたにも関わらず、「政治的Jにその終了を選らせた一例と言えるであ
ろう。また、一旦始めた政策は、一定期間の実施を経ないと終了させることが
難しいことを示していると読み解くこともできるであろう。
2010年6月に公表された厚生労働省の新型インフルエンザ (A/H1N1)対策
総括会議報告書では「国は、ウイルスの病原性や症状の特徴、国内外での発生
状況、諸外国における水際対策の情報等を踏まえ、専門家の意見を器に機動的
に水際対策の縮小などの見直しが可能となるようにすべきである。」との提言
がなされている8)。
(2 )基礎自治体による対応とその終了
国が2009年2月17日に新型インフルエンザ対策行動計画を改定し、都道府県
等及ぴ市区町村に対し、感染症指定医療機関等の整備を進めるよう要請した。
このことをうけて、自治体では、行動計画やマニュアルの作成を開始したo
WHOがフェー ズ、4に格上げをし、闘が対策本部を設置すると、多くの自治体
8) 厚生労働省新型インフルエンザ、 (A/NIH1)対策総括会議最終報告書 2010年6月10日
出p:llwww.mhlw.go.jp/bunya/ke比ou/kekkaku-k阻 senshou04/info_loca1.html#section04
(2016年12月20日アクセス)
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でも対策本部の設置を対応の検討・実施が進められた。
その実態を把握するため、筆者は、 2011年1月から2月中旬にかけて、全国
の全市区809団体(当時)に対し、インフルエンザ対応に関するアンケート調査
を実施し、 512団体(63.3%)からの回答があった。以下の表lから表16までは、
その問答結果をまとめたものである。質問項目は、大きく 3つに分かれている。
先ず、セクション Iでは、対策本部等の設置時期と解散時期についての質問
を行った。最初の設問では、設置の有無及ぴ解散の有無、そしてその事由につ
いて回答を求めた。表2で示されているとおり、 479団体 (93.4%)の自治体が
本部等の設置を行っている。
次に、対策本部を設置した事由については、影響力が強い順に3つまで質問
をしたものが表3である。影響力が一番強かったものとしてl位に「首長の指
示・判断」を挙げた団体が124(24.2%)にのぼっている。しかしながら、 l位
-3位までの合計でみてみると、 281団体(54.9%)が「県の対応を参考にした」
を選択している。
次に、対策本部等の解散を2010年の夏までに行ったかという質問の結果が表
4である。回答をした自治体の内、243団体(47.4%)が解散し、234団体(45.7%)
が継続している。解散をした団体に対し行った事由の調査では、「県の対応を
参考にしたJがl位 (55団体、 22.7%)となっており、また lf立-31'立までの
合計値 (135団体、 55.5%)でも最大となった。一方、継続した団体に対する事
由に対する質問でも、やはり「県の対応を参考にしたJが、 1位(48団体、20.5%)、
l位-3位の合計 (97団体、 41.2%)でも最大値となっている。
セクション Iの回答結果から見えてきた自治体の姿は大きく 3つある。一つ
目は、多くの自治体が、対策本部の設置や解散・継続において「都道府県の対
応を参考」にしていたことである。また、解散をしなかった自治体では、「解散
するための根拠・タイミングが見いだせず継続しているJや「解散を誰が決定
するのかが不明確なため継続している」を選択した自治体が複数に及んでいる
ことである。そして、その結果として、新型インフルエンザの流行期が終駕し
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ても、対策本部が設置されたまま放置されているという状況が発生している。
セクションEでは、職員の国内外出張の延期の実施と解除についての質問を
おこなった。表7のとおり、出張の延期を行った自治体は、 75団体で14.6%で
あった。出張の延期をする事由では、 l位 (33団体、 44%)及び1位-3位の
合計 (46団体、 61.3%)の両方にて、「庁内部局における独自の検討結果Jが、
最も選択されている。
また、出張の延期を行った75団体に対し、 2010年夏までに全面解除を行った
かについて質問をしたところ、 65団体 (86.7%)が解除を行っており、 6団体
(8 %)が解除を行っていないとの回答であった。解除する事由としては、「庁
? ?
?
?
??
?
??????
??
???????? ????? ?? ー ?? ??? ???
??
?
?
???
?
?
? ? ?
?
?????????
?
??
??? ??
表3 対策本部等の設置のきっかけとなった事由
[設置するきっかけとなった事由}
首長の 庁内部局 議会・ 市民 組合 国の対応 県の対応判断 議員
[1位] 124 79 O O O 51 54 
[2位] 53 88 1 O 43 136 
[3位] 51 38 O 3 O 48 91 
228 205 l 4 O 142 281 
県の指導 近隣 類似 先進 計画 マスコミ その他自治体 自治体 自治体
14 3 。 O 81 3 21 
12 18 1 3 30 5 9 
7 27 2 2 20 7 7 
33 48 3 5 131 15 37 
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内部局における独自の検討結果」が、 l位 (22団体、 33.8%)、及ぴl位-3位
の合計36団体 (55.3%) となり、最も高い回答となった。他方、解除していな
い団体についてみてみると、合計値では、根拠がないが2団体となっている。
セクションEの結果からは、自治体内部の運営に関する問題においては、「庁
内部局における独自の検討結果Jが回答の多くを占めたことである。他方、解
除を行わなかった団体では、「根拠がないJr担当者不明」と回答した自治体が
複数存在した。
セクションEでは、本庁舎における来庁者向け除菌用品の設置についての質
問をおこなった。ここでは、来庁者向けの除菌用品の設置の有無及びその終了
表4 対策本部等の解散の有無
[2010年夏までに解散]
はい
いいえ
NA 
243 
234 
2 
表5 対策本部等を解散した場合のきっかけとなった事由
[解散するきっかけとなった事由]
首長の 庁内部局 議会・ 市民 組合 国の対応 県の対応判断 議員
[1位] 32 36 O O O 45 55 
[2イ立] 32 35 O O O 30 55 
[3位] 33 25 O O O 12 25 
97 96 。 O O 87 135 
県の指導 近隣 類似 先進 計画 予算の マスコミ その他自治体 自治体 自治体 制約
3 O O O 26 l l 19 
13 2 l 16 O l 5 
2 11 l O 9 O l 8 
6 24 3 l 51 l 3 32 
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表6 対策本部等を解散しなかった場合の事由
{解散をしなかった事由】
首長の 庁内 議会・
判断 部局 議員
[1位] 16 34 O 
[2位] 14 22 O 
[3位] 9 12 O 
39 68 。
近隣 類似 先進 計画自治体 自治体 自治体
l O O 10 
1 O O 2 
10 l 。 2 
22 O 14 
表7:職員の圏内外出張の延期
【出張の延期]
実施
未実施
75 
433 
市民
O 
O 
l 
予算の
制約
O 
O 
O 
O 
組合 国の 県の 県の対応 対応 指導
O 27 48 O 
O 13 39 O 
O 2 10 3 
O 42 97 3 
マス 根拠が 担当 その他コミ ない 者不明
O 22 2 21 
O 1 3 5 
l 6 2 4 
l 39 7 30 
の有無と事由について回答を求めた。先ず、本庁舎入口における来庁者向け除
菌用品の設置について質問したところ、 503団体 (98.2%)が実施しているとの
回答を行った。それらの団体に、設置する事由について質問したところ、「庁内
部局における独自の検討結呆」が、 l 位 (210団体、 4l. 0%) 、 l 位~3位の合
計320団体 (62.5%) となり、最も高い回答となった。
次に、当該団体に2010年夏までに全面終了しているか質問したところ、終了
していた団体が123(24.5%)、終了していなかった団体が379(75.3%)となっ
た。終了した団体の事由としては、「庁内部局における独自の検討結果」が、 1
位 (48団体、 39.0%) 、 l 位~3位の合計70団体 (56.9%) となり、最も高い回
答となった。他方、終了しなかった団体でも、「庁内部局における独自の検討結
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表8 実施をするきっかけとなった事由
[実施するきっかけとなった事由]
首長の 庁内部局 議会・ 市民判断 議員
[1位] 10 33 O O 
[2位] 7 9 O l 
[3位] 4 4 O l 
21 46 O 2 
県の指導 近隣 類似 先進 計画自治体 自治体 自治体
l l O O 
O 2 l O l 
2 l O O O 
3 4 2 O l 
表9 2010年夏までに出張の延期を全面解除したか
[2010年夏までに全面解除】
はい
いいえ
65 
6 
組合 国の対応 県の対応、
O 8 7 
O 5 9 
O 2 2 
O 15 18 
マスコミ その他
O 8 
O 4 
2 3 
2 15 
果Jが、 1:立 (129団体、 34.0%)、l位-3{立の合計160団体 (42.2.%)とな
り、最も高い回答となった。ただし、終了をした自治体でも、他の設問より「そ
の他」の選択が多く、現在は通常の季節性インフルエンザ対策として実施して
いる、衛生面の活動の一環として継続したとの事由が述べられていた。また継
続している自治体においても、「その他」や「根拠がない」を選択した自治体が、
他の設における回答よりも多くなっているのが特徴である。そして、終了した
自治体と同様に、その他を選択した自治体の回答としては、通常の季節性イン
フルエンザ対策として継続した、衛生面の活動の一環として継続したとの事由
が多かヮた。
セクシヨンEの回答の特徴としては、表16のとしては、通常の季節性インフ
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表10 解除をするきっかけとなった事由
[解除するきっかけとなった事由}
首長の 庁内部局 議会・ 市民 組合 国の対応 県の対応、判断 議員
口位] 7 22 O O O 4 6 
[2{'立] 7 11 O O O l 6 
[3位] l 3 O O O 2 5 
15 36 O O O 7 17 
県の指導 近隣自治 類似自治 先進自治 計画 予算の制 マスコミ その他体 体 体 約
1 O l O O O O 14 
O 2 O O O O 1 O 
O O l O O O l l 
l 2 2 O O O 2 15 
表1 解除をしなかった事由
[解除をしなかった事由1
首長の 庁内 議会・ 市民 組合 聞の 県の 県の判断 部局 議員 対応 対応 指導
[1位] O O O O O O O 
[2位] O O O O O O l O 
[3f:立] O O O O O O O O 
O l O O O 。 l 
近隣 類似 先進 言十蘭 予算の マス 根拠が 担当者 その他自治体 自治体 自治体 制約 コミ ない 不明
O l O O O 1 l l 
O O O O O O 1 O O 。 O O O O O O O 
O l O O O l 2 1 ~ L 
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表12 本庁舎入口における来庁者向け除菌用品の設置
{除菌用品の設置]
実施 503 
朱実施 9 
表13 設置するきっかけとなった事由
[設置するきっかけとなった事由1
首長の 庁内部局 議会・判断 議員
[1位] 77 210 O 
[2位] 50 86 
[3位] 23 24 
150 320 2 
県の指導 近隣 類似 先進自治体 自治体 自治体
13 9 l 2 
22 14 3 l 
8 20 2 4 
43 43 6 7 
表14 2010年夏までに全面終了しているか
[2010年夏までに全面終了l
はい
いいえ
123 
379 
市民
6 
13 
3 
22 
計画
33 
21 
9 
63 
組合 閣の対応 県の対応
O 20 26 
O 18 84 
O 20 34 
O 58 144 
マスコミ その他
3 48 
11 13 
7 6 
21 67 
ルエンザ、対策として継続した、衛生面の活動の一環として終了(プログラムの
変更)または、継続したとの事由が多かった。ここからは、一度開始した政策
やプログラムを終了させることの難しさと、通常時の政策やプログラムへの取
り込み、新規の政策・プログラムとしてのスタートが行われていることが観察
された。
「新型インフルエンザ」が沈静化したにもかかわらず、政策やプログラムが終
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表15 終了するきっかけとなった事由
[終了するきっかけとなった事由]
首長の 庁内部局 議会・ 市民 組合 国の対応 県の対応、判断 議員
口位] 7 48 O O 2 12 
[2{'立] 7 21 O O O 3 7 
[3位] 7 O O O 1 3 
21 70 。 l O 6 22 
県の指導 近隣 類似 先進 計画 予算の マスコミ その他自治体 自治体 自治体 制約
2 2 O O 9 O O 27 
l 3 l O 4 2 1 3 
1 O O O O O O 1 
4 5 l 。 13 2 l 31 
表16 継続をした事由
【終了をしなかった事由1
首長の 庁内 議会・ 市民 組合 閣の 県の 県の判断 部局 議員 対応 対応、 指導
[1位] 17 129 O 2 O 7 12 O 
[2位] 16 26 O 2 2 3 22 O 
[3位] 5 5 。 l l 4 8 O 
38 160 O 5 3 14 42 O 
近隣 類似 先進 計画 予算 マス 根拠が 担当者 その他自治体 自治体 自治体 の制約 コミ ない 不明
l O O 6 O l 53 4 50 
6 2 O 7 O 1 14 7 20 
5 l l O l 2 l 3 10 
12 3 13 4 68 14 80 
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了しなかった背景として、市民やメディアの関心の継続が背景にあると推測さ
れる。図4は、政策が継続した事例の自治体の対応を図化したものである。新
型インフJレエンザが沈静化した段階①で、政治的な終了と運用面での終了にお
けるリスクが低下する。しかしながら、市民やメディアの関心が継続すると、
政治的な終了が悶難な状況に陥る②。結果として、運四商でも危機事象の終了
が不可能になってしまい、政策が継続することになってしまう③。対策本部が
解散していない事例や、除菌用品の設置を継続した事例には、このような背景
があったのではないだろうか。
関4 新製インフルエンザ (A/H1N1)への対応:政策が継続した事例
政治的な終了
YES NO 
YES ①新型インフルの周沈静化 b②市民やメディアの関心の継続. 運用面での終了
③政策の継可V続・再稼働NO 
筆者作成
アンケート結果の全体の傾向としては、政策やプログラムの終了時において、
庁内部局の判断が影響力を持った場合でも、都道府県の対応を「横目でにらみ
ながら」の決定がなされている姿が見られた。基礎自治体が独自に政策の終了
を行おうとする際にでも、計画や基準、上位団体の対応が判断に影響を与えて
いた。
4. エンドゲーム
上述のとおり、危機発生時に行政組織は資源を非常モードとして、被災者支
援や復旧へと傾斜配分する。しかしながら、行政資源は限定的であり、いつか
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の時点で危機の終了を行わなくてはならない。
図5は、新型インフルエンザへの基礎自治体の対応を分析し、その末期段階
でどのように政策やプログラムが転換するかを示した図である。ここでは、 4
つのシナリオを提示している。
図5 新型インフルエンザに対する政策 ・プログラムの終末段階
-明確な基準・期日
・上位団体の決定
-世論メディ 7の認知
.多数者の合意
先ず、 ①既存の政策・プログラムへの取込で、ある。新型インフルエンザへの
対応事例をみると、新型インフルエンザの蔓延が収束段階に入ると、季節性新
型インフルエンザへの対応へと組込が行われた。多くの自治体では、新型イン
フルエンザの発生をきっかけとして、庁舎の入口等に来庁者向けの除菌用品の
設置を始めた。そして、約半数の自治体では、新型インフルエンザが収束しで
も継続的に設置を行っている。そしてその理由として、通常の季節性インフル
エンザへの対策用に適応しているとの回答が多く見られた。これらは、既存の
政策・プログラムへの取込に分類できるであろう。
次に、 ②新たな政策・プログラムの創出である。庁舎の入口等に来庁者向け
の除菌用品の設置を始めた自治体の回答では、上述のように季節性のインフル
エンザへの対策ではなく、新型インフルエンザへの継続的な対応と回答した事
例があった。これらは、新たなプログラムの創出と分類出来るであろう。
3番目に、 ③政策終了がある。新型インフルエンザへの対応で、は、対策本部
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の終了、出張の延期、除菌用品の設置の3つのプログラムにおいて、意図をもっ
て終了させた自治体が存在していた。
最後に、④政策の放置があげられる。新型インフルエンザの発生後に対策本
部を立ち上げた自治体の中には、収束後も何らの手続きや基準をペースにせず
に本部を立ち上げたままにしている団体が複数存在している。これらの本部
は、書類上立ち上げが行われたままとなっているが、実際には会議は開催され
ておらず、放置状態となっている。この放置状態が、政策終了と異なる点は、
特段の意図がなく、不必要となヮた特定の政策やプログラムがそのままの状態
で残されている点にある。
本稿では、政策の終了段階に焦点をあて、その観察と考察を試みた。政策の
末期には、上述のとおり、多様なかたちをみせた。
その中で、政策が実際に終了する条件としては、明確な基準や期日の設定、
上位団体の決定や動向の確認、世論やメディアの認知、関係者の多数における
合意などが求められていた。政策の終了は非常にセンシティプな問題であり、
外部関係者との接点を有する決断においては、自らの決定を後押しするデータ
や状況が必要とされていたのである。
今後は、この行政組織の動態についてより詳細な分析を進め、政策終了にお
ける因果関係を具体的に明らかにしていきたい。
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